
令 和 ８ 年 度 税 制 改 正 見 直 し 事 項 （ 廃 止 ・ 縮 減 ）

（復興庁・国土交通省） 

項 目 名 被災代替建物等に係る登録免許税の非課税措置の縮減・延長 

税目（条文番号） 登録免許税 

見

直

し

の

内

容

（１）現行制度の概要
① 被災者等が、東日本大震災により滅失等した建物又は警戒区域設
定指示等が行われた日において当該警戒区域設定指示等の対象区域
（※１）内に所在していた建物（「滅失建物等」）に代わるものと
して新築又は取得をした建物（※２）（以下「代替建物」という）
の所有権の保存登記及び移転登記並びにその取得資金の貸付け等に
係る一定の抵当権の設定登記で、令和８年３月 31 日（※３）まで
に受けるものについては、登録免許税を課さない。

② 被災者等が取得する代替建物（「被災代替建物」）の敷地の用に
供される土地の所有権の移転登記等及びその取得資金の貸付け等に
係る一定の抵当権の設定登記で、令和８年３月 31 日（※４）まで
に受けるものについては、登録免許税を課さない。

（※１）旧警戒区域及び旧計画的避難区域（区域見直し後においては帰還困難区
域、居住制限区域及び避難指示解除準備区域） 

（※２）警戒区域等設定指示等の対象区域内に所在していた建物に代わる建物につ
いては、当該警戒区域設定指示等が解除された日以後３か月以内（新築の場合
１年以内）に取得等。 

（※３）警戒区域等設定指示等の対象区域内に所在していた滅失建物等の代替建物
の所有権の移転登記等については、その取得等後１年以内に受けるもの。 

（※４）警戒区域等設定指示等の対象区域内に所在していた滅失建物等の被災代替
建物の敷地の用に供される土地の所有権の移転登記等については、その取得等
後１年以内に受けるもの。 

（２）要望の概要
本特例措置の対象となる東日本大震災による滅失等した建物の所

在地を福島県内に見直した上で、適用期限（令和８年３月 31 日）
を３年間延長し、令和 11年３月 31日までとする。ただし、令和８
年度末までに登記を受けたものについては、なお従前の例によるこ
ととする経過措置を設ける。 

【関係条文】 
○東日本大震災の被災者
等に係る国税関係法律の
臨時特例に関する法律
第 39条、第 40条
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 東日本大震災から 14 年あまりが経過し、被災者による住宅再建が
進み本特例措置の適用実績も減少傾向である。 

 一方、福島県については、現在も避難指示が続く地域や避難指示が
解除されて間もない地域があり、また、発災当時福島県に居住してい
た住民の多くは長期にわたる避難生活を余儀なくされていることか
ら、住宅再建を引き続き支援する必要がある。そのため、東日本大震
災による滅失等した建物の所在地が福島県内のものに限り適用期限
（令和８年３月 31 日）を３年間延長し、令和 11 年３月 31 日までと
する。ただし、令和８年度末までに登記を受けたものについては、な
お従前の例によることとする経過措置を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

04-2




